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決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率 



１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく指標 

(1)健全化判断比率                                （単位 ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)資金不足比率                                  （単位 ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）数値欄の（ ）は本市における早期健全化基準 

   早期健全化基準以上となった場合は、要因の分析や比率を基準未満とするための方策などを定めた財

政健全化計画を作成し、議会の議決を経なければならない。 

実質赤字比率・連結実質赤字比率・資金不足比率は、赤字又は資金不足が生じていないため、また、

将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債額がないため、「－」で表示。 

 

    

指  標 算    出    方    法 
数  値 

３ 年 度 ２ 年 度 

１ 
実 質 赤 字 

比 率 

一般会計等の実質赤字額 ÷ (標準財政規模) × 100 

 0 ÷ (30,629,529) × 100  

(11.78) 

-  

(11.83) 

-  

２ 
連 結 実 質 

赤 字 比 率 

全会計の赤字額 ÷ (標準財政規模) × 100 

 0 ÷ (30,629,529) × 100 

(16.78) 

-  

(16.83) 

-  

３ 
実 質 

公債費比率 

（公債費充当一般財源（都市計画税等を除く）＋ 準元利償

還金 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額） ÷ （標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還

金に係る基準財政需要額算入額）×100 

 (3,167,295 + 1,737,640 – 3,739,233) ÷ (30,629,529 –

3,739,233) × 100 

３か年平均 

(25.0) 

 5.6  

３か年平均 

(25.0) 

6.6  

③  4.3  ②  5.5  

②  5.5  ①  7.1  

①  7.1  ㉚  7.3  

４ 
将 来 負 担 

比 率 

（将来負担額 － 充当可能基金額 － 特定財源見込額 － 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） ÷ (標

準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額） 

 (65,876,776 – 18,360,789 – 8,537,820 – 44,888,604) ÷ 

(30,629,529 – 3,739,233) × 100 

(350.0) 

 -  

(350.0) 

 -  

 

 

１ 
資 金 不 足 

比 率 
資金の不足額 ÷ 事業の規模 

太陽光発電事業 

 0 ÷ 52,144 × 100  

(20.0) 

-  

(20.0) 

-  

(仮称)あがた駅北産業団地 

開発事業 

 0 ÷ 765,000 × 100 

(20.0) 

- 

(20.0) 

- 

水道事業 

 0 ÷ 2,106,268 × 100 

(20.0) 

-  

(20.0) 

-  

工業用水道事業 

 0 ÷ 140,282 × 100 

(20.0) 

-  

(20.0) 

-  

下水道事業 

 0 ÷ 1,881,326 × 100 

(20.0) 

-  

(20.0) 

-  
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